




　　　事例（Ａ）東京地判平成 6年 1月31日：東京高判平成 6年10月13日（控訴審）
　　　事例（Ｂ）浦和地判平成11年 1 月25日
　　　事例（Ｃ）浦和地判平成11年 3 月 1 日
　　（ 2）個人情報保護条例に関連する事例
　　　事例（Ｄ）大阪地判平成 6年12月20日：大阪高判平成 8年 9月27日（控訴審）
　　　事例（Ｅ）大阪地判平成14年12月20日
　　　事例（Ｆ）甲府地判平成15年 3 月18日：東京高判平成15年 9 月24日（控訴審）
　　　事例（Ｇ）熊本地判平成15年 4 月25日
　　　事例（Ｈ）東京地判平成16年 6 月25日
　　　事例（Ｉ）名古屋地判平成20年 1 月31日：名古屋高判平成20年 7 月16日（控訴審）
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事例（Ａ）の東久留米市個人情報保護条例第15条 4 項・第23条 4 項・第27条 4 項、事例（Ｄ）の高
槻市個人情報保護条例第18条 4 項、事例（Ｅ）の泉南市個人情報保護条例第16条 4 項・第23条 4 項、





























































































































































































































































































































































の第三者にとっては、開示決定の差止め訴訟（行政事件訴訟法第 3条 7 項）の提起もあり得よう。
この場合には、重大な損害の発生（同法第37条の 4 第 1 項・第 2 項）、他に適当な方法がないこと



















































































（ 1 ） 拙稿「自治体保有個人情報の非開示事由該当性判断の適否に関する法的問題点考察」（中京ロイ
ヤー14号）1頁～41頁、同「自治体保有個人情報の訂正請求・利用停止等請求及び措置決定に関す
る法的問題点考察」（中京ロイヤー15号）15頁～42頁を参照。
（ 2 ） なお、改正行政不服審査法が平成27年 4 月 1 日から施行されており、現在、異議申立て制度が廃
止されている。従って、本稿は、旧行政不服審査法の下での検討であることを予めお断りしておく。









（ 4 ） 事例（Ｋ－ 4）東京地判平成 9年 5月 9日（情報非公開処分取消請求事件・中学生自殺事件作文
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側に交付したことは、あながち違法ではないと言えよう。以上に関連して、本稿第 2 節の第 2 款
（ 3）「審査会による答申」と第 3款（ 2）「審査会の答申内容を尊重した決定・裁決」を参照され
たい。
（ 6 ） 事例（Ｋ－ 5）浦和地判平成 9年 8月18日（行政情報非公開決定処分取消請求事件：棄却）判例
時報1660号48頁・判例タイムズ962号110頁、判例評釈として、清水幸雄「法定代理人による情報公
開請求」（清和法学研究 5巻 1号）207頁～222頁がある。








（ 8 ） 文書不存在の類型を扱った論稿として、川上宏二郎「情報公開条例と公文書の『不存在』」（西
南学院大学法学論集第22巻第 2・ 3 合併号）127頁～144頁、高田敏「情報公開と公文書の不存在」
（ジュリスト臨時『情報公開・個人情報保護』所収）76頁～82頁などがある。
（ 9 ） 例えば、事例（Ｂ）の埼玉県個人情報保護条例第60条 3 項、事例（Ｆ）の山梨県個人情報保護条
例第46条 2 項、事例（Ｊ）の茨城県個人情報保護条例第53条 3 項などには、「文書不存在見なし規
定」が置かれている。
（10） 本稿第 3節の第 2款（ 2）「狭義の訴えの利益」も参照されたい。






















消滅を認めたものとして、最判平成 6年 2月 8日（不作為の違法確認請求上告事件）税務訴訟資料
200号570頁を挙げることができる。
（16） 南他・前掲書（『条解 行政事件訴訟法 第 3版補正版』）88頁。
（17） 事例（Ｋ－ 8）横浜地判平成12年 2 月21日（転居先住所不開示処分取消等請求事件：一部却下・
一部棄却）判例地方自治206号90頁。
（18） 事例（Ｋ－ 9）さいたま地判平成19年 4 月25日（個人情報不開示処分取消請求事件：棄却）判例
集未登載。
（19） なお、米田・前掲論文211頁～214頁は、情報公開訴訟における義務づけ訴訟を検討している。
（20） 本稿第 3節の第 2款（ 1）「訴えの利益」も参照されたい。本稿の趣旨は、「自治体保有個人情報
に関する請求拒否決定（非開示決定・訂正拒否決定・利用停止拒否決定）と行政救済の法的問題点
考察」であり、第三者による開示決定差止め訴訟の提起という論点は、本稿の趣旨から若干離れて
いることを、予めお断りしておきたい。なお、米田・前掲論文214頁～216頁は、情報公開訴訟にお
ける差止め訴訟、仮の差止め、取消訴訟と執行停止に触れているので、参照されたい。
（21） 詳しくは、宇賀・前掲書（『個人情報保護法の逐条解説［第 3版］』）354頁以下を参照。
（22） 個人情報保護と国家賠償法第 1条の責任については、夏井高人・新保史生『個人情報保護条例と
自治体の責務』（ぎょうせい・2007年）200頁～207頁が、これに一部触れている。その他、情報公
開請求不開示決定と国家賠償責任については、宇賀・前掲書（『情報公開法・情報公開条例』）164
頁～168頁、米田・前掲論文217頁～222頁を参照。
（23） なお、国家賠償法上の違法性については、一般に、結果不法説、行為不法説及び相関関係説など
に分かれる。そして、行為不法説には、公権力発動要件の欠如をもって違法と解する公権力発動要
件欠如説、公務員として職務上尽くすべき注意義務を懈怠したことをもって違法とする職務行為基
準説がある。この点、詳しくは、室井他・前掲書（『コンメンタール行政法Ⅱ』）514頁以下、宇賀
克也『行政法概説Ⅱ行政救済法（第 5版）』（2015年・有斐閣）428頁以下などを参照。
